
令和 5 年 6 月 23 日

○ 施策の概要

１．前年度（評価対象年度）の当該施策の目標

都市整備部

２．投入コスト

３．施策の方針にひもづく事務事業とその評価結果
重
点
事
業

重

評価者 都市整備部長　森明彦

総合計画上
の位置付け

分野 施策の方針 ５-(6)-②河川の整備・管理

令和５年（2023年）度行政評価シート

目標とする
まちの姿

　河川・水路施設の整備等を進め、局所的な集中豪雨や津波遡上等が生じても浸水被害の
軽減が図られています。また、水辺は動植物が生息する環境になっています。

5-(6)　下水道・河川

主な取組

（１）河川・水路施設の整備
　河川・水路施設の定期的な点検、維持管理を行うとともに、計画的な整備を進め、局所的
な集中豪雨等による浸水被害の軽減を図ります。また、河川津波遡上対策について、県と協
議を進めます。
（２）水辺環境の創出
　河川・水路施設の維持管理では、必要な排水能力に影響がない範囲において、動植物の
誘導に配慮するとともに、河川の清掃や生態系の調査及び水質調査等を行う河川維持協力
団体とも協働して、潤いのある水辺環境を目指します。

（１）大塚川・新川分水事業に関して、土地所有者と交渉を進め、分水箇所の用地を取得する。
（２）準用河川等の浚渫、除草・枝払い等を行い、浸水被害の軽減に努める。
（３）河川の良好な環境を維持する。

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

事業費 29,600 82,002 195,195

総事業費 43,993 108,122 222,643 0 0 0

人件費 14,393 26,120 27,448

事業
評価

貢
献
度

最終
評価

都整-08 河川管理運営事業 1,485 760 2,245 現状維持

整理
番号

事業名
法定
受託
事務

事業費
（千円）

人件費
（千円）

総事業費
（千円）

Ａ 現状維持

都整-22 河川維持補修事業 169,140 17,792 186,932 拡充 Ａ 拡充

都整-23 雨水施設維持管理事業 24,570 8,896 33,466 拡充 Ａ 拡充
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４．評価対象年度の主な実施内容

都市整備部

５．成果指標

６．「施策の方針の成果指標」の達成状況等を踏まえた施策の達成状況の分析

都市整備部

７．主な実施内容と施策の達成状況の分析を踏まえた評価
※主な実施内容と目標とするまちの姿の関係（達成状況とその理由）

　「施策の方針にひもづく事務事業とその評価結果」における貢献度の分析

都市整備部

８．今後の方向性

都市整備部

（１）土地所有者と建物除去に係る補償契約を締結した。
（２）準用河川（小袋谷川、砂押川、神戸川）及び普通河川（二階堂川、滑川）の浚渫、除草・枝払い等を実
施した。
（３）河川維持管理協力団体（４団体）を委嘱し、河川の清掃及び目視による生態系調査等を依頼した。

※実施できなかった事業とその理由
　分水用地については、土地所有者から令和６年度に建物除去を執行したいとの要望があったため、売買
契約の締結には至らなかった。

成果指標① 河川・水路の整備延長 出典 各準用河川改修基本計画

初
期
値

年次 令和２年度 令和３年度 令和４年度

m
実績値 2,784 2,784 2,784

令和５年度 令和６年度 令和７年度 単位 備考

目標値 2,784

％

　河川改修だけでなく、河川・調整池等の浚渫、維持管理のニーズも増加しているため、現状は緊急対応
や維持管理の事後保全型の対応に終始している。引き続き、浸水被害の軽減に向け、河川整備とあわせ
て補助金の適用についての調査、法定台帳の整備及び電子化、維持管理計画や老朽化が進んだ施設の
修繕改築計画の策定等について、検討を進めていく。
　大塚川・新川分水事業については、実現化に向け、支障となる他企業埋設管の移設に係る協議等を実
施していく。
　河川維持管理協力団体との連携を継続する。

　浸水被害の軽減を図るため、河川整備に向けて用地を確保しなければならないが、実施に至るまでには
地権者との協議・取得に係る手続き及び補償等が必要となり時間を要することから、短期間に増加する指
標ではない。

2,784

平成30年度

　大塚川・新川分水事業に係る用地取得に関して、土地所有者と建物除去に係る補償契約を締結したこと
から、（手広・笛田地区の）浸水被害の軽減を図る目標の実現化が進展している状況である。
　準用河川及び普通河川の浚渫、除草・枝払い等を実施することで、浸水被害の軽減が図られた。
　景観及び生態系に配慮した良好な水辺環境づくりを実現するため、河川維持管理協力団体（４団体）を
委嘱することで、河川の愛護意識の普及及び向上に寄与した。

2,784 2,784 2,784

達成率 100.0% 100.0% 100.0%

2,784 2,814
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９．今年度（評価年度）の目標

都市整備部
（１）大塚川・新川分水事業に係る他企業埋設管の移設協議を行う。
（２）準用河川及び普通河川の浚渫、除草・枝払い等を実施する。
（３）新川護岸（中外製薬敷地内）が劣化していることから、当該護岸に係る修繕改築計画の作成に向けた
準備を進める。
（４）普通河川滝ノ川の護岸における仮整備（仮復旧）箇所の護岸整備（本復旧）を行う。
（５）河川の良好な環境を維持する。
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